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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 1,447,509 2,971,475 2,705,553 4,312,342 1,371,861

経常損益 (千円) 147,818 251,673 △739,165 326,013 △860,617

当期純損益 (千円) 106,208 66,966 △1,407,135 △6,972 △957,292

純資産額 (千円) 1,048,192 1,237,729 1,032,840 1,024,251 64,265

総資産額 (千円) 1,976,922 4,205,510 4,507,647 3,621,008 3,286,498

１株当たり純資産額 （円） 114.94 126.85 78.33 77.68 4.88

１株当たり当期純損益 （円） 11.65 6.86 △142.16 △0.53 △72.61

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 53.0 29.4 22.9 28.3 2.0

自己資本利益率 （％） 10.7 5.9 － － －

株価収益率 （倍） 81.55 78.72 － － －

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 131,675 △169,326 △1,756,904 146,126 1,233,334

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △188,234 △250,949 △287,901 47,709 △886,875

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 97,246 587,313 2,185,360 △456,611 △506,506

現金及び現金同等物の期末

残高
(千円) 106,151 432,451 573,271 310,581 150,132

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
（人）

45

(-)

77

(1)

92

(-)

62

 (-)

41

(-)　

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、第25期の連結財務諸表について、社内コンプライアンス委員会による調査の結果、翌期に計上すべき

売上を前倒して計上する方法による不適切な処理が判明したため、連結財務諸表の見直し修正を行いました

（平成19年10月25日付訂正報告書提出済）。その結果、売上高806百万円、経常利益及び当期利益298百万円、

総資産360百万円の減額修正を行っております。従いまして第25期の経営指標は、修正後の指標にて記載して

おります。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 1,395,949 2,917,475 2,621,176 4,168,412 1,221,906

経常損益 (千円) 126,496 229,971 △764,696 294,821 △893,880

当期純損益 (千円) 85,182 45,250 △1,406,163 △14,982 △962,775

資本金 (千円) 1,787,350 1,894,975 2,495,050 2,495,050 2,495,050

発行済株式総数 （株） 9,120,000 9,761,450 13,190,450 13,190,450 13,190,450

純資産額 (千円) 1,073,525 1,241,345 1,037,428 1,020,829 55,360

総資産額 (千円) 1,990,884 4,200,329 4,466,433 3,583,220 3,243,002

１株当たり純資産額 （円） 117.72 127.22 78.67 77.42 4.20

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）
（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－) 

－

(－) 

－

(－) 　

１株当たり当期純損益 （円） 9.34 4.64 △142.06 △1.14 △73.03

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 53.9 29.6 23.2 28.5 1.7

自己資本利益率 （％） 8.3 3.9 － － －

株価収益率 （倍） 101.71 116.38 － － －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
（人）

43

(-)

75

(1)

90

(-)

60

(-)

39

(-)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

３．当社は、第25期の財務諸表等について、社内コンプライアンス委員会による調査の結果、翌期に計上すべき売

上を前倒して計上する方法による不適切な処理が判明したため、財務諸表等の見直し修正を行いました（平

成19年10月25日付訂正報告書提出済）。その結果、売上高806百万円、経常利益及び当期利益298百万円、総資

産360百万円の減額修正を行っております。従いまして第25期の経営指標は、修正後の指標にて記載しており

ます。
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２【沿革】

年月 事項

昭和60年10月 電子機器部品の国内販売及び輸出入販売、娯楽ゲーム機械の国内販売及び輸出入販売、コンピュー

タ用ソフトウエアの作成及び販売を目的として、有限会社世田企画の組織を変更し、東京都世田谷

区中町に株式会社セタ（資本金300万円）を設立

昭和62年３月 任天堂株式会社とファミコン用ゲームプログラムカセットの開発・製造・販売に関する当社への

技術情報の供与等に関し契約

３月 業務用ゲームソフト「スーパーリアル麻雀ＰＩ」を発売し、麻雀シリーズ化開始

４月 ファミリーコンピュータ用ゲームカセット「森田将棋」を発売

平成元年７月 任天堂株式会社とスーパーファミコン用ゲームプログラムカセットの開発・製造・販売に関する

当社への技術情報の供与等に関し契約

11月 任天堂株式会社とゲームボーイ用ゲームプログラムカセットの開発・製造・販売に関する当社へ

の技術情報の供与等に関し契約

平成２年６月 釜石ケーブルテレビ株式会社の株式取得

平成３年１月 本店所在地を東京都世田谷区中町から東京都大田区西馬込へ移転

５月 スーパーファミコン用ゲームカセット「ガデュリン」を発売

７月 スーパーファミコン用ゲームカセット「初段森田将棋」を発売し、スーパーファミコン用将棋シ

リーズ化開始

10月 株式会社ナサ・コーポレーションの設立に資本参加

平成４年２月 スーパーファミコン用ゲームカセット「エキゾーストヒート」を発売

７月 ファミリーコンピュータ用ゲームカセット「シルヴァ・サーガ」を発売

平成５年７月 本店所在地を東京都大田区西馬込から東京都大田区西蒲田へ移転

平成６年１月 株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメントとプレイステーション用ゲームプログラムＣ

Ｄ－ＲＯＭの開発・製造・販売に関する当社への技術情報の供与等に関し契約

平成７年１月 株式会社セガ・エンタープライゼスとサターン用ゲームプログラムＲＯＭカセット、ＣＤ－ＲＯ

Ｍディスクの開発・製造・販売に関する当社への技術情報の供与等に関し契約

４月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「金沢将棋 ’95」を発売

５月 サターン用ＣＤ－ＲＯＭ「スーパーリアル麻雀ＰＶ」を発売

６月 株式額面金額変更のため、株式会社加根正（東京都大田区：形式上の存続会社）と合併

12月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「パーフェクトゴルフ」を発売

平成８年２月 任天堂株式会社とＮＩＮＴＥＮＤＯ64用ゲームプログラムカセット及びゲームプログラム磁気

ディスクの開発・製造・販売に関する当社への技術情報の供与等に関し契約

４月 通信ネットワークを利用した将棋の普及・発展を図るため、社団法人日本将棋連盟と合弁で日本

将棋ネットワーク株式会社（現・連結子会社）を設立

６月 ＮＩＮＴＥＮＤＯ64用ゲームカセット「最強羽生将棋」を発売

10月 パソコン用ゲームソフト「金沢将棋 ’96」を発売

11月 ＮＩＮＴＥＮＤＯ64用ゲームカセット「栄光のセントアンドリュース」を発売

12月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「バスタード」を発売

平成９年４月 任天堂株式会社とＮＩＮＴＥＮＤＯ64の主要ＩＣ部品の供給を受け業務用ビデオゲーム機器のＩ

Ｃ基板として製造・販売並びに対応する業務用ゲームソフトを開発・販売するライセンスの許諾

に関し契約

５月 日本証券業協会に株式を店頭登録

６月 任天堂株式会社とＮＩＮＴＥＮＤＯ64に接続する通信機能付カートリッジの開発・製造・販売に

関する当社への技術情報の供与・商標使用の許諾および主要ＩＣ部品の供給等に関し契約

平成10年４月 ＮＩＮＴＥＮＤＯ64用通信機能付ゲームカセット「森田将棋64」を発売

５月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「本格囲碁」を発売

７月 業務用ゲームシステム「ＡＬＥＣＫ64（アレック・ロクヨン）」対応ソフト第１段

「ＥＬＥＶＥＮ　ＢＥＡＴ」を発売
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年月 事項

平成11年２月 第三者割当増資によりアルゼ株式会社が資本参加、同社の子会社となる

３月 「地域密着型情報通信システム（多機能端末）」を福島県西会津町に納入

５月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「金沢将棋　月」を発売

９月 取締役会長として親会社の代表取締役岡田和生が就任

９月 本店所在地を東京都江東区有明へ移転

10月 遊技機用カード事業に進出

平成12年２月 ハウスカードシステム（システム名：セタ・アミューズメントシステム）を開発し、パチンコ・

パチスロ産業フェアに出展

２月 プレイステーション用ＣＤ－ＲＯＭ「パーフェクトフィッシング」を発売

４月 ＮＩＮＴＥＮＤＯ64用ゲームカセット「井出洋介の麻雀塾」を発売

７月 業務用メダルゲーム「パチスロ王国ＤＸ」を発売

10月 プレイステーション２用ＣＤ－ＲＯＭ「井出洋介の麻雀家族２」を発売

12月 ハウスカードシステム（システム名：セタ・アミューズメントシステム）がホールにて稼動開始

平成13年２月 プレイステーション２用ＣＤ－ＲＯＭ「光速谷川将棋」を発売

７月 当社保有の株式会社ナサ・コーポレーションの株式を有限会社三裕に譲渡

８月 業務用メダルゲーム「スロシアム」を発売、シリーズ化開始

11月 アルゼ株式会社と風俗営業の規制及び業務の適正化に関する法律第２条第７号の対象となる遊技

機のローコスト化とハイパフォーマンス化の業務委託に関し契約

平成14年６月 アルゼ株式会社と共同で、携帯電話の赤外線通信機能を利用したポイント顧客管理システムを開

発

平成15年５月 硬貨入金機能付カードユニットを発売

８月 紙幣４金種入金機能付カードユニットを発売

平成16年３月

　　　　　４月

　

非接触ICカードを採用した「多機能型ICカードシステム」を発売

　ユーディテック・ジャパン株式会社を吸収合併

　株式会社企画デザイン工房戦船を吸収合併

　　　８月 ＩＰ電話向け交換機(ＩＰ－ＰＢＸ)を発売

12月

12月

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

ナスカ株式会社とプリペイドカードシステム製品のＯＥＭ供給に関する契約を締結

平成17年４月

７月

ナスカ株式会社とのＯＥＭ供給契約を解消

直販営業を開始し、順次全国に営業拠点を開設

平成18年３月  アルゼ株式会社を割当先とする第三者割当増資を実施

平成19年４月  株式会社メーシー販売との間で同社製品パチンコ機の総販売元代理店契約を締結

12月  株式会社メーシー販売との間で同社製品パチンコ機の総販売元代理店契約を解約

平成20年１月 

　

ジャスダック証券取引所への株式上場を廃止
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および関係会社）は、株式会社セタ（当社）、アルゼ株式会社（親会社）および子会社１社によ

り構成されており、平成20年３月期の当社グループの事業の内容は、次のとおりとなっております。なお、当連結会計

年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５　経理の状況　１連結財務諸表

等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。

①遊技機関連事業………………遊技場向周辺機器の製造・販売

②通信関連事業…………………通信・ネットワーク機器の開発、将棋の通信対局、プリペイドカードシステムの第

三者管理料

③その他の事業…………………映像開発、家庭用ゲームおよび業務用ゲームの開発・販売ならびにこれら開発に係

るロイヤリティの供与、パチンコ関連製品の販売

　なお、当社グループの関係を図示すると次のとおりとなります。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所
有割合（％）

関係内容

アルゼ㈱ 東京都江東区 3,446

パチスロ機、パチ

ンコ機、アミュー

ズ機及びその関連

部品の製造・販売

直接95.5

製品の企画・開発の支援

製品の製造委託

電子部品の供給

役員の兼務……………有

　（注）　有価証券報告書を提出しております。

(2）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

日本将棋ネットワーク

㈱
東京都江東区 10

パソコン等を利用

した将棋通信対局

の運営管理

直接42.0

将棋のデジタル放送通信

システムのリース（所有

権移転リース）

役員の兼務……………無

　（注）１.　特定子会社に該当しております。

　　　　２.　持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

　　　　３.　連結売上高に占める同社の売上高（連結会社相互間の売上高を除く。）の割合が100分の10を超えておりますが、

当連結会計年度における通信関連事業セグメントの売上高に占める同社の売上高（セグメント間の内部売上

高または振替高を含む。）の割合が、100分の90を超えているため、同社の主要な損益情報等の記載を省略して

おります。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

遊技機関連事業 34　

通信関連事業 2　

その他の事業 －　

全社（共通） 5　

合計 41（-）

　（注）１．従業員は正社員の人員であり、臨時社員は（　）内に外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ21名減少しておりますが、これは自然減によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

39（-）　 37.3 2.3 4,428

　（注）１．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員は正社員の人員であり、臨時社員は（　）内に外数で記載しております。

３．従業員数が前期末に比べ21名減少しておりますが、これは自然減によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当連結会計年度における我が国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、民間需要に支えられ、穏やか

な回復基調で推移しましたが、サブプライムローン問題を背景とするアメリカ経済の減速や、株式・為替相場の変

動、原油価格の高騰、原材料価格の上昇から、景気の下振れリスクも懸念される状況であります。

  遊技ホールにおいては、依然、淘汰による遊技人口の減少傾向に歯止めがかからず、パチスロ新基準機への大量入

れ替えが行われたものの、旧基準機と比べてファンの支持が低迷し、遊技人口の一層の減少となり、遊技ホールの収

益低下につながりました。その結果遊技機以外の周辺機器への設備投資意欲が著しく弱まり、先行き不透明な情勢

が続いております。そのため、多くのパチンコホールでは新規店舗の出店や大型店の改装を見送るとともに周辺機

器設備への投資も先送りする傾向が見受けられました。

このような事業環境のもと、遊技機関連事業におきましては、当社主力商品である高額紙幣が利用可能なパチン

コ・パチスロ機向け多機能型セタＩＣカードシステムの拡販に努め、当期末時点の当社システムの加盟店は前期末

時点の248店舗から296店舗へと増加いたしました。

　一方パチンコ・パチスロ業界において、集客の低下等の理由による店舗の倒産が相次ぎ、金融機関等によるファイ

ナンスの停止が顕著となりました。当社においてもリース会社によるレンタル機の買い上げ、再リースによる、セー

ル・アンド・リースバック方式による商品の販売が出来なくなりました。その結果、リース会社への販売代金を売

上として一括計上することができず、遊技ホールへの各月ごとのレンタル料を売上として計上することとなり、こ

の結果売上見込を大幅に下回ることとなりました。

　その結果、遊技機関連事業の売上高は、943百万円（前年同期比△66.8％）となりました。

通信関連事業におきましては、パチンコ・パチスロ機向けＩＣカードシステム第三者管理料及び将棋の通信対局

がメインとなり、売上高は473百万円（対前年同期比△68.4％）となりました。

その他の事業におきましては、パチスロの要素を取り入れたパチンコ機であるスロパチンコの販売権を取得し、

新規販売に取り組みましたが、パチスロユーザーをパチンコユーザーへ取り込むという当初の意図を十分達成でき

ず、スロパチンコの売上高は238百万円にとどまり、その他の事業の売上高は273百万円（対前年同期比+69.2％）と

なりました。

　尚、「５経営上の重要な契約等」に記載の通り、スロパチンコ総販売元代理店契約は、平成19年12月７日付にて解

約いたしました。

　特別損益としては、市場動向の変化に伴い在庫消化の長期化が見込まれる旧製品及び旧製品向け部材の在庫の評

価損81百万円を特別損失に計上いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は、連結売上高1,371百万円（前年同期比△68.2%）となり、連結経常損失860

百万円（前年同期経常利益326百万円）、連結当期純損失957百万円（前年同期当期純損失6百万円）となりました。

　また、セグメント別の業績は次のとおりであります。

（遊技機関連部門）

当部門の売上高は、943百万円（前年同期実績2,843百万円）となりました。主なものは、パチンコ・パチスロ機向け

多機能セタＩＣカードシステム関連機器の販売であります。当部門の営業損失は536百万円（前年同期営業利益143

百万円）となりました。 

（通信関連部門）

当部門の売上高は、473百万円（前年同期実績1,496百万円）となりました。主なものは、パチンコ・パチスロ向け

多機能ＩＣカードシステム第三者管理料、通信関連機器の販売及び通信将棋対局ネットワーク使用料であります。

これによる営業利益は、36百万円（前年同期営業利益519百万円）となりました。

（その他の事業）　

当部門の売上高は、273百万円（前年同期実績161百万円）となりました。主なものは、パチンコ関連製品の販売及

び映像開発受託によるものであります。これによる営業利益は、20百万円（前年同期7百万円）となりました。　

（２）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金および現金同等物（以下「資金」という）は前年同期と比較し160百万円減少し、

期末残高は150百万円となりました。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,233百万円となりました。

　これは、税金等調整前当期純損失が941百万円発生したこと、売上債権が559百万円減少したこと、たな卸資産が605

百万円減少したこと、仕入債務が430百万円増加したこと、未払金が668百万円増加したことが主な要因です。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は、886百万円となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出894百万円が主な要因です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、506百万円となりました。

　これは、短期借入による収入が500百万円、短期借入金の返済795百万円、長期借入金の返済100百万円、社債の償還

100百万円を支出したことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

遊技機関連事業（千円） 1,618,036 △55.8

通信関連事業（千円） 5,330 △99.5

その他の事業（千円） 271,552 ＋60.5

合計（千円） 1,894,919 △61.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　３．従来の「ゲーム機器関連事業」については、全セグメントの売上高及び生産実績の合計の10％以下であり、重

要性がなくなったため、当連結会計年度より開始した「パチンコ販売事業」と合せて「その他の事業」とし

て記載することといたしました。

(2）受注状況

　当連結グループは、受注生産を行っておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

遊技機関連事業（千円） 943,407 △66.8

通信関連事業（千円） 155,285 △88.1

その他の事業（千円） 273,168 ＋69.2

合計（千円） 1,371,861 △68.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．従来の「ゲーム機器関連事業」については、全セグメントの売上高の合計の10％以下であり、重要性がなく

なったため、当連結会計年度より開始した「パチンコ販売事業」と合せて「その他の事業」として記載する

ことといたしました。

３．当連結会計年度及び前連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

オリックス㈱ 1,850,524 43.3 170,113 12.4

㈱小倉住宅 － － 96,743 7.1

アルゼ㈱ 1,225,391 28.5 5,290 0.4

アドアーズ㈱ 53,132 1.2 7,117 0.5

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）コンプライアンス意識の改善

前連結会計年度について、社内コンプライアンス委員会による調査の結果、翌期に計上すべき売上を前倒して計

上する不適切な会計処理が判明したため、半期報告書及び有価証券報告書の訂正報告書の提出を行いました。　

本件につきましては、これを猛省し、親会社であるアルゼ株式会社の指導のもと直ちに再発防止の対策に取り組

み、まずは当該部門のマニュアルを全面的に改訂いたしました。外部専門家の意見も取り入れ、今般の問題となった

業務処理に限らず、当該部門の業務フロー全体を抜本的に見直しました。　

又、内部コンプライアンス委員会の要員の増強を直ちに行いました。さらに、持続的な不正リスクマネジメント体

制構築のため、コンプライアンス制度の充実や内部統制システムの整備を図り、コーポレート・ガバナンスの充実

に努める所存であります。

（２）マーケットの認識について

　我が国経済は、世界経済の情勢や原油価格の高騰や資材価格、長期金利の上昇などの懸念材料はありましたが、好

調な企業収益を背景に設備投資が増加し、民間需要に支えられ、回復基調で推移しました。

　当社グループの主要事業であるプリペイドカードシステム業界においては、遊技場業界を取り巻く厳しい経営環

境を考えますと、総需要の拡大は期待できず、競合他社とのシェア獲得競争が激化していくと思われます。　

　更に、プリペイド方式によらない玉貸しユニットも市場導入されるなど、市場での競争は今後ますます厳しさを増

すものと思われます。

　こうした厳しい競争に打ち勝つためには、競合他社と比較して機能、価格の両面で優位性を持つ製品の提供、販売

及び保守体制の強化、高度な情報化社会に対応する次世代システム開発に努めることが重要であると考え、当社グ

ループの対処すべき課題として取り組んでおります。

（３）当面の対処すべき課題と具体的な取り組み状況

　雇用情勢の改善や個人消費の回復など、遊技機、遊技場業界を取り巻く環境にも一部で明るい兆しが見受けられる

ものの、ホール間の競争激化や旧基準機の入れ替えに伴う設備投資負担が見込まれることから、ホール経営は依然

として厳しい状況に置かれております。

　このような情勢の下で、当社は「お客様の利便性」と「ホールの経営効率」の双方を追及し、開発・設計段階から

徹底的にコストダウンを行い、業界最先端の機能を搭載したカードシステム機器をホールに提供し、競合他社と差

別化をはかってまいります。また、プリペイドカードシステムのみならず、ホールが必要とする周辺機器の取扱い領

域を拡大し、周辺機器の総合メーカーを目指してまいります。

　既存製品につきましては、現行品の品質向上とコストダウンを推進するため、親会社であるアルゼ株式会社の全面

的な協力を仰ぎ、同社製造部で製造及び品質管理を行うことにより、高品質で安価な製品を調達し供給できるよう

に努めてまいります。

　新製品につきましては、当社には同業他社にはない情報通信と映像コンテンツの技術を保有しており、優秀な技術

員を確保し、研究開発活動を通じ高度な技術力を維持しております。今後は、それらの技術を融合させ次世代サンド

を開発させる構想を進めております。

　営業体制につきましては、営業要員の拡充に努め営業力強化をはかるとともに、技術サポート要員を増員させ、代

理店や協力メーカーを含めた流通体制の整備や保守メンテナンス体制の整備を行い、増加する加盟店のサービスに

迅速に対応できるよう努めてまいります。

　生産体制と致しましては、親会社であるアルゼ株式会社と連携し、購買管理、在庫管理体制を強化し、調達コストダ

ウンと在庫削減を推し進めるとともに、工場出荷時の品質保証体制をより一層強化し、急激に増大する出荷数量に

対しても、高品質な製品を供給可能にする生産体制を構築いたします。

　当社グループは、これらの目標達成に向けて全社一丸となって邁進する所存です。
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４【事業等のリスク】

　　　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

（１）市場での競争激化について

　遊技場業界を取り巻く市場環境が依然として厳しさを増すなか、限られた設備投資意欲旺盛な遊技場をめぐるプ

リペイドカードシステム業界の競争もますます激化することが予想されます。現状、当社のカードシステム機器は、

競合他社の製品と比較して、機能面、価格面ともに市場での優位性を確保はしておりますが、今後予想を上回るス

ピードで市場価格の下落が進行し、且つ顧客である遊技場の価格選好指向が強いと判断された場合には、当社グ

ループとしても現状の販売価格の維持が困難になる状況も想定されます。開発、購買及び製造段階においてバ

リューエンジニアリングを導入し、より一層のコストダウンに努めますものの、価格の下落幅がコストダウンを上

回った場合には、売上高のみならず営業利益の減少が避けられず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

（２）法的規制について

　当社の顧客であるパチンコホールは、店内の設備投資を行う際、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律」(以下、「風営法」という。)に基づき、事前に各都道府県公安委員会に届出書を提出し、承認を受けなければな

りません。

　また、営業上、「風営法」の他、「各都道府県条例」による法規制を受け、過度な射幸性を規制する目的等から、遊

技場業界が自主規制を行うことがあります。

　今後、遊技場に対する新たな法的規則の制定や、自主規制の実施等により、パチンコホールの営業に制約が課せら

れた場合、ホールの設備投資の状況により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

(1）親会社等との製造及び販売に係わる重要な契約

契約締結年月日 契約先 契約の内容 契約期間

平成12年４月１日 アルゼ㈱

製造委託に関する発注・価格の決定・支払方法・

支給材及び貸与品の取扱・品質検査・瑕疵担保責

任等の取引に関する基本契約

平成12年４月１日より

１カ年以後自動更新可

平成13年３月30日 アドアーズ㈱
遊技場向け周辺機器「セタ・アミューズメントシ

ステム」の売買取引に関する基本契約

平成13年３月30日より

１カ年以後自動更新可

（注）平成19年４月20日付にて株式会社メーシー販売との間で締結いたしました「ぱちんこ遊技機（通称スロパチン

コ）に関する総販売元代理店契約」は、平成19年12月７日付にて解約いたしました。

当社の親会社であるアルゼ株式会社の事業再編の中で、パチスロ機・パチンコ機の販売は、アルゼマーケティング

ジャパン株式会社（アルゼ㈱の子会社）に集約することとなり、アルゼマーケティングジャパン株式会社が株式会

社メーシー販売の総販売元代理店となることになったため、当社との契約を解約したものであります。

６【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発費は13,462千円であり、周辺機器関連事業における製品の品質改善を行っております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（１）財政状況の分析

　（流動資産）

　　　　当連結会計年度末における流動資産の残高は1,544,541千円(前連結会計年度末は2,705,054千円)となり、1,160,513

千円減少いたしました。これは受取手形及び売掛金が559,289千円、たな卸資産が605,459千円減少したことが主

な要因です。

　　　（固定資産）

　　　　当連結会計年度末における固定資産の残高は、1,741,956千円(前連結会計年度末は911,749千円)となり、830,207千

円増加いたしました。これは貸与機器が777,796千円、差入保証金が67,136千円増加したことが主な要因であり

ます。

　　　（負　　債）

　　　　当連結会計年度末における負債の残高は、3,222,232千円(前連結会計年度末は2,596,757千円)となり625,475千円増

加いたしました。これは支払手形及び買掛金が430,821千円、未払金が668,023千円増加し、短期借入金を295,600

千円、長期借入金を75,000千円返済し、社債を100,000千円償還したことが主な要因です。

　　　（純資産）

　　　　当連結会計年度末における純資産の残高は、64,265千円(前連結会計年度末は1,024,251千円)となり、959,985千円減

少しました。これは主に当期純損失957,292千円を計上したことによるものです。

　　（２）経営成績の分析

　当連結会計年度の売上高は、前期より2,940百万円減少し、1,371百万円となりました。

遊技機関連事業の売上高は、セール・アンド・リースバック方式による一括売上が出来なかったことにより、、前期

比△66.8％の943百万円（前年同期実績2,843百万円）となりました。通信機器関連事業の売上高は、前期比△88.1％

の155百万円（前年同期実績1,307百万円）となりました。その他の事業の売上高は、スロパチンコの販売が加わった

ことにより前期比69.2％の273百万円（前年同期実績161百万円）となりました。　

　売上原価は、前期より1,625百万円減少し、1,267百万円となりましたが、セール・アンド・リースバックによる一括

売上ができなかったことにより、総利益は大幅に減少し、売上総利益は104百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、前期より161百万円減少し、903百万円となりました、売上総利益の低下により販売費を

まかなうことが出来なかった為、営業損益は798百万円の損失計上となりました。  

　　　　営業外損益は、営業外収益が21百万円、営業外費用は契約精算金47百万円の計上があったことにより83百万円とな

り，61百万円の費用超過となりました。結果として経常損失は860百万円となりました。

　　　　また、特別損失として、たな卸資産評価損81百万円等を計上し、税金等調整前当期純損失は941百万円となりました。

 　　   法人税、住民税及び事業税は、15百万円を計上いたしました。

　以上の結果、当期純損失は957百万円となりました。

 　　 　当期はセール・アンド・リースバック方式による一括売上の確保ができなかったことなどにより、大幅な売上高の

減少となり、非常に厳しい事業環境となりました。

　このような環境下、営業体制をより強化し、積極的な訪店活動及び提案営業を展開するとともに、代行店等の協力

企業とより密接な連携をし、成約率の更なる向上をはかることにより、新規導入店の拡大を目指してまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は894百万円で、その主なものはユーザー向け貸与機器購入費です。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物
（千円）

工具器具備
品（千円）

貸与機器
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

合計
（千円）

本社

（東京都江東区）

遊技機関連

通信関連

その他の事業　

全社

本社

事務所
10,888 20,424 827,011

－

－
858,324

24 

(支店人

員除く)

賃貸用住宅施設

（東京都世田谷区）
全社 賃貸用住宅施設 28,557 － －

118,433

(242.50)
146,990 －

　（注）金額には消費税等を含めておりません。

 

　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容 建物面積（㎡）
年間賃借及びリース
料（千円）

本社

（東京都江東区）

遊技機関連

通信関連

 その他の事業　

全社

本社

事務所

（賃借）

511.84 32,426

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,190,450 13,190,450 － －

計 13,190,450 13,190,450 － －

(注）当社株式は、平成20年１月１日付にてジャスダック証券取引所への上場を廃止しております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年４月１日

（注）１
441,450 9,561,450 87,625 1,874,975 17,625 2,222,205

平成16年４月１日

（注）２
200,000 9,761,450 20,000 1,894,975 － 2,222,205

平成18年３月17日

（注）３
3,429,000 13,190,450 600,075 2,495,050 600,075 2,822,280

（注）１．ユーディテック・ジャパン株式会社との合併（合併比率１：２７０）に伴うものです。

　　　２．株式会社企画デザイン工房戦船との合併（合併比率１：５００）に伴うものです。

 　　 ３．第三者割当増資によるものです。

　　　    割当先　アルゼ株式会社　3,429,000株

　　　　　発行価格　　１株につき　金350円

          資本組入額　１株につき　金175円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等

個人その他 計
 個人以外 個人

株主数（人） － 1 1 5 2 － 39 48 －

所有株式数

（単元）
－ 1 38 12,821 59 － 267 13,186 4,450

所有株式数の

割合（％）
－ 0.01 0.29 97.23 0.45 － 2.02 100.00 －

（注）１．自己株式9,390株は、「個人その他」に９単元及び「単元未満株式の状況」に390株を含めて記載しております。

　　　２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ113単元及び

528株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アルゼ株式会社 東京都江東区有明3-1-25 12,594 95.48

港　宣也 東京都渋谷区 125 0.95

高英商事有限会社 長野県松本市沢村2-4-26 110 0.83

庄野　道子　 東京都港区 50 0.38

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.

K
40 0.30

三菱ＵＦＪ証券株式会社　 東京都千代田区丸の内2-4-1 38 0.29

ドイチェバンク　アーゲー　ロ

ンドン　610

TAUNUSANLAGE 12,

D-60325 FRANKFURT AM MAIN,

FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY

19 0.14

石原　光子 大阪府豊中市　 10 0.08

吉野　美穂子 埼玉県さいたま市北区 6 0.05

川野　敏彦 佐賀県佐賀市　 6 0.05

計 　 12,999 98.55

（注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が113千株あります。

　　　２．上記のほか、自己株式が9千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 9,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,177,000 13,177　 －

単元未満株式 普通株式 4,450 － －

発行済株式総数 　 13,190,450 － －

総株主の議決権 － 13,177　 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が113,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数113個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社セタ 東京都江東区有明3－1－25 9,000 － 9,000 0.07

計 － 9,000 － 9,000 0.07

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　

　　会社法第155条７号に該当する普通株式の取得　　　　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 　 （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,820 906,570

当期間における取得自己株式 1,700 399,500

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成20年6月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 9,390 － 11,090 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成20年6月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として位置付け、利益に応じた適正な配当を安定的に行うことを基

本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度は962百万円の純損失となり繰越欠損金の解消にはいたらず、無配とさせて頂きました。従いまして、早期

に復配を行えるよう努力してまいる所存です。

　当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めてお

ります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 1,610
790

※1,470
740 585 455

最低（円） 120
539

※451
320 216 165

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日より㈱ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証
券業協会の公表のものであります。なお、第23期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公
表のものであります。

　　　　２．当社株式は平成20年１月１日よりジャスダック証券取引所への株式上場を廃止しておりますので、最終取引日で
ある平成19年12月28日までの株価について記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 250 240 239 － － －

最低（円） 165 237 227 － － －

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
　　２．当社株式は平成20年１月１日よりジャスダック証券取引所への株式上場を廃止しておりますので、平成20年１

月以降の最高・最低株価を記載しておりません。　
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長  德田　　一 昭和33年８月３日生

昭和56年４月 株式会社住友銀行入社

平成13年４月 株株式会社ユナイテッド・メディア

設立　常務取締役

平成16年６月 株式会社新銀行東京　営業担当執行

役

平成18年６月 同行人事・総務担当執行役

平成19年１月 アルゼ株式会社　執行役員経営企画

室長

平成19年１月 アルゼ株式会社　執行役員経営企画

室長兼管理本部人事部長

平成19年６月 アルゼ株式会社　取締役（現任）

平成19年10月 アルゼマーケティングジャパン株式

会社　代表取締役（現任）

平成20年６月 当社代表取締役（現任）

(注)2

 
－

 取締役  横手　洋一郎 昭和27年12月３日生

昭和53年４月 日本鋼管株式会社入社

平成16年４月 株式会社ユニバーサルホーム　経営

企画室長

平成19年６月 アルゼ株式会社入社

平成20年４月 アルゼ株式会社　経営企画室副室長

平成20年４月 当社取締役（現任）

(注)2

 
－

 取締役  田中　宗一郎 昭和44年３月11日生

平成３年４月 いすゞ自動車株式会社入社

平成15年３月 アルゼ株式会社入社

平成16年６月 アドアーズ株式会社取締役

平成18年６月 株式会社ミズホ監査役（現任）

平成18年12月 日本アミューズメント放送株式会社

取締役（現任）

平成18年12月 ノーチラス株式会社監査役（現アル

ゼグローバルトレーディング株式会

社監査役）（現任）

平成18年12月 アルゼ分割準備株式会社監査役（現

株式会社セブンワークス監査役）

（現任）

平成19年１月 アルゼ株式会社経営企画室課長兼管

理本部財務経理部財務課課長（現

任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

平成19年９月 アルゼレンタルサービス株式会社監

査役（現任）

(注)2

 
－

常勤監査役  渡邊　啓二 昭和26年２月９日生

昭和44年４月 株式会社後楽園スタヂアム入社

平成13年３月 当社入社

平成13年６月 当社管理部総務課長

平成14年６月 当社監査役

平成15年６月 当社管理部総務課長

平成16年６月 当社監査役(現任)

(注)3

 
－

監査役  斎藤　博明 昭和17年１月10日生

昭和43年３月 税理士登録

昭和49年５月 斎藤税務会計事務所開業（現任）

平成６年８月 当社監査役（現任）

(注)3

 
－

監査役  金子　昌紀 昭和24年12月19日生

昭和50年４月 株式会社小松製作所入社

平成４年１月 コマツアメリカ本社製造担当副社長

平成14年１月 コマツメキシコ社長

平成17年７月 株式会社コマツゼネラルサービス常

務取締役（現任）

平成18年６月 当社監査役（現任）

(注)4

 
－

    計  －

（注）１取締役横手洋一郎及び取締役田中宗一郎は、「会社法第２条第15号」に定める社外取締役であります。

　　　２平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　３平成17年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　４平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確な経営判断ができるよう、取締役３名で取締役会を構成しており、経営方

針・重要事項の意思決定、並びに業務執行の監督強化に重点を置き、効率的で健全な経営を実現することを基本方

針としております。　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等

①会社の機関の基本説明

当社は、監査役制度を採用しております。

　当社の取締役は６名でしたが、期中に３名が辞任したため当事業年度末は３名（内、社外取締役１名）となり、

有価証券報告書提出日現在は３名（内、社外取締役２名）で運営しております。また、監査役は３名(内、社外監査

役２名）です。

　当社は、社外役員の専従スタッフは特定しておりませんが、経営企画室及び管理部で対処しております。

　当社は、定例取締役会を月１回開催しており、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

　当社は、社長の下に営業本部、経営企画室、管理部、製造技術部、業務管理室、技術開発室の１本部、５部制をとっ

ており、代表取締役、取締役及び各部門長間で詳細な打合せを行い、効率的な業務執行と監視を行っております。

②会社の機関・内部統制の図

　　　③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　　　　　当社は、内部統制システムの整備の一環として「組織規程」「職務分掌規程」をはじめとした各種規程類を整　

　　　　備し、業務分掌、職務権限・決裁事項・決裁者・決裁権限の範囲を定め、事業部門と管理部門の責任を明確に区

　　　　分し、効率的な業務運営体制の構築を行うとともに、部門間の牽制が機能する体制をとっております。
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　　　④内部監査及び監査役監査の状況

　　　　　監査役は３名で、内１名が税務の専門家である社外監査役であります。常勤監査役は、定例及び臨時の取締役

　　　　会に必ず出席し、取締役の業務の執行状況、意思決定及び運営手続きなどについて監査しております。監査役会

　　　　は、原則として月１回開催されており、各監査役が監査の状況につき報告を行っております。また、当社では社　　　　

　　　　内の稟議書や重要な会議の議事録は、常に監査役が閲覧できるよう、書類の保存及び管理を行っております。

　　　⑤会計監査の状況

　会計監査につきましては、監査法人夏目事務所（業務執行社員　公認会計士　茨木純一、業務執行社員　公認会計

士　菊池浩）に委託しております。当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士１名、会計士補２名でありま

す。

　監査法人夏目事務所からは、通常の監査を受けているほか、内部統制の整備及び経理全般の問題などにつき、適

宜アドバイスを受けております。

　　　⑥社外取締役及び社外監査役との関係

　　　　　当社の社外取締役１名は、親会社であるアルゼ株式会社の社員を兼務しております。　

　　　　また、社外監査役１名は、税務の専門家であり、子会社の税務申告業務の委託を行っております。

　　　⑦取締役の定数

　　　　　当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　　　⑧取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定めております。

　　　　　また、取締役の選任議決は累積投票によらない旨も定款で定めております。

　　　⑨取締役及び監査役の責任免除

イ）当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除

することができる旨を定款に定めております。

ロ）当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条第１項の責任

を限定する契約を締結することができます。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、100百万円以上であ

らかじめ定めた金額または法令が規定する額のいずれか高い額とする旨を定款に定めております。

　　　⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ）当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ロ）当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

⑪株主総会の特別決議要件　

　当社は、株主総会特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条２項に定める決議

について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款で定めております。

(2) リスク管理体制の整備の状況

　　　　当社は、経営を取り巻く様々なリスクに迅速に対処するため、リスクに対する管理体制を整備しており、リス

　　　ク管理委員会を設置する予定でおります。それにより、リスクの未然防止と再発防止が図られ、リスク発生時に　　　　

　　　は迅速な対応ができる体制が構築されます。 

(3）役員報酬および監査報酬

　当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は下記の通

りであります。

役員報酬：  

取締役に支払った報酬 30百万円

監査役に支払った報酬 12百万円

監査報酬： 　

公認会計士法(昭和23年法律第103)第2条第1項

に規定する業務に基づく報酬
12百万円

上記以外の業務に基づく報酬 　該当金額はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第25期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

26期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人夏目事

務所により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   310,581   160,132  

２．受取手形及び売掛金  ※２  793,457   234,168  

３．たな卸資産   1,541,873   936,414  

４．その他   65,803   234,674  

　　貸倒引当金   △6,661   △20,849  

流動資産合計   2,705,054 74.7  1,544,541 47.0

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  144,465   144,465   

減価償却累計額  101,512 42,953  105,019 39,446  

(2）工具器具備品  323,510   326,342   

減価償却累計額  296,383 27,126  305,163 21,179  

　　 (3）貸与機器  83,798   974,602   

減価償却累計額  34,582 49,215  147,591 827,011  

(4)土地   118,433   118,433  

有形固定資産合計   237,729 6.6  1,006,070 30.6

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   9,565   4,960  

(2）その他   2,693   2,693  

無形固定資産合計   12,258 0.3  7,653 0.2
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   6,072   3,060  

(2）延滞債権 ※１  83,555   83,402  

(3）差入保証金   650,638   717,774  

(4）その他   5,051   5,051  

貸倒引当金   △83,555   △81,055  

投資その他の資産合計   661,762 18.3  728,233 22.2

固定資産合計   911,749 25.2  1,741,956 53.0

Ⅲ　繰延資産        

１．新株発行費   2,071   －  

２．社債発行費   2,133   －  

繰延資産合計   4,204 0.1  － －

資産合計   3,621,008 100.0  3,286,498 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金  ※２  521,017   951,838  

２. 短期借入金   1,095,300   799,700  

３．一年内返済予定長期借
入金

  100,000   75,000  

４．一年内償還予定社債   100,000   100,000  

５．未払法人税等   25,430   14,006  

６．未払金   35,656   703,679  

７．未払費用   15,289   9,832  

８．未払消費税等   75,723   1,569  

９．賞与引当金   26,200   24,414  

10．その他   108,381   131,762  

流動負債合計   2,102,997 58.1  2,811,802 85.5

Ⅱ　固定負債        

１．社債   250,000   150,000  

２．長期借入金   75,000   －  

３．繰延税金負債   2,059   833  

４．預り保証金   166,700   204,200  

５．その他   －   55,396  

固定負債合計   493,759 13.6  410,430 12.5

負債合計   2,596,757 71.7  3,222,232 98.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,495,050 68.9  2,495,050 75.9

２．資本剰余金 　  2,822,280 77.9  2,822,280 85.9

３．利益剰余金 　  △4,292,408 △118.5  △5,249,701 △159.8

４．自己株式 　  △3,671 △0.1  △4,577 △0.1

　　株主資本合計 　  1,021,249 28.2  63,051 1.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  3,001 0.1  1,214 0.1

　　評価・換算差額等合計 　  3,001 0.1  1,214 0.1

純資産合計 　  1,024,251 28.3  64,265 2.0

負債・純資産合計 　  3,621,008 100.0  3,286,498 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,312,342 100.0  1,371,861 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  2,892,804 67.1  1,267,404 92.4

売上総利益   1,419,538 32.9  104,457 7.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  1,064,912 24.7  903,192 65.8

営業利益又は
営業損失(△)   354,626 8.2  △798,735 △58.2

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  613   1,068   

２．受取配当金  49   64   

３．賃貸料収入  6,840   6,840   

４．為替差益  85   －   

５．事務所移転補償金  1,200   －   

６．部材補償費  －   12,000   

７．その他  1,103 9,890 0.2 1,975 21,948 1.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  32,912   26,562   

２．手形売却損  686   242   

３．契約精算金  －   47,346   

４．その他  4,904 38,503 0.9 9,679 83,831 6.1

経常利益又は
経常損失(△)   326,013 7.5  △860,617 △62.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  12,905 12,905 0.3 2,750 2,750 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 295   －   

２．たな卸資産廃棄損  10,551   －   

３．たな卸資産評価損  290,411   81,265   

４．貸倒引当金繰入額  －   2,767   

５．事務所移転費  17,862   －   

６．債権償却額  14,116 333,237 7.7 － 84,032 6.2

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△)

  5,680 0.1  △941,900 △68.7

法人税、住民税及び事業
税

 12,653   15,392   

法人税等調整額  － 12,653 0.3 － 15,392 1.1

当期純損失   6,972 △0.2  957,292 △69.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,495,050 2,822,280 △4,285,436 △3,259 1,028,634

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △6,972  △6,972

自己株式の取得    △411 △411

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △6,972 △411 △7,384

平成19年３月31日　残高（千円） 2,495,050 2,822,280 △4,292,408 △3,671 1,021,249

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 4,205 4,205 1,032,840

連結会計年度中の変動額    

当期純損失   △6,972

自己株式の取得   △411

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,204 △1,204 △1,204

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△1,204 △1,204 △8,588

平成19年３月31日　残高（千円） 3,001 3,001 1,024,251

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 2,495,050 2,822,280 △4,292,408 △3,671 1,021,249

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △957,292  △957,292

自己株式の取得    △906 △906

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △957,292 △906 △958,198

平成20年３月31日　残高（千円） 2,495,050 2,822,280 △5,249,701 △4,577 63,051

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 3,001 3,001 1,024,251

連結会計年度中の変動額    

当期純損失   △957,292

自己株式の取得   △906

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,786 △1,786 △1,786

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△1,786 △1,786 △959,985

平成20年３月31日　残高（千円） 1,214 1,214 64,265
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

 5,680 △941,900

減価償却費  81,201 130,060

のれん償却額  24,525 －

新株発行費償却  2,071 2,071

社債発行費償却  2,133 2,133

貸倒引当金の増減額  △24,480 11,688

賞与引当金の増減額  12,185 △1,786

受取利息及び受取配当
金

 △662 △1,133

支払利息  32,912 26,562

為替差損益  △85 400

有形固定資産除却損  295 －

債権償却額  52,652 －

売上債権の増減額  △187,026 559,440

たな卸資産の減少額  484,586 605,458

前渡金の減少額  28,307 －

差入保証金の増加額  △618,502 △74,264

仕入債務の増減額  △225,037 430,821

未払金の増減額  △20,872 668,023

未払消費税等の増減額  74,637 △74,154

未収消費税等の増減額  70,602 △158,674

預り保証金の増加額  － 37,500

その他流動資産の増減
額

 4,096 △10,803

その他固定資産の減少
額

 198,411 208

その他流動負債の増加
額

 194,139 66,739

小計  191,770 1,278,391

利息及び配当金の受取
額

 662 1,133

利息の支払額  △31,248 △25,931

法人税等の支払額  △15,058 △20,259

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 146,126 1,233,334
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

有形固定資産の取得に
よる支出

 △25,934 △894,004

有形固定資産の売却に
よる収入

 64,662 －

無形固定資産の取得に
よる支出

 △5,823 －

無形固定資産の売却に
よる収入 

 1,640 －

保証金の差入による支
出

 △4,786 △1,032

保証金の返還による収
入

 17,950 8,161

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 47,709 △886,875

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

短期借入による収入  1,780,000 500,000

短期借入金の返済による
支出

 △2,034,700 △795,600

長期借入金の返済による
支出

 △101,500 △100,000

定期預金の預入による支
出 

 － △10,000

社債の償還による支出  △100,000 △100,000

自己株式の取得による支
出

 △411 △906

財務活動によるキャッシュ
・フロー

 △456,611 △506,506

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 85 △400

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

 △262,690 △160,448

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 573,271 310,581

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

 310,581 150,132
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　　　──────　 当社は、当連結会計年度において売上高の著しい減少（対

前年同期比△2,940百万円）となり、営業損失798百万円、経

常損失860百万円、当期純損失957百万円と大幅な赤字を計

上し、継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象

又は状況が存在しております。　　　　　　　

当連結会計年度における販売状況は、主力商品であるＩＣ

カードシステムの導入店舗数において競合他社がほとんど

減少するなか、前連結会計年度末の248店舗から当連結会計

年度末の296店舗へと順調に推移しております。　

一方、当連結会計年度においては遊技機市場に対する金融

機関等の資金支出の留保から、従来より採用しておりまし

たセール・アンド・リースバック方式による一括売上が出

来なかったことにより、売上高の大幅な減少となりました。

　

現在、親会社であるアルゼ株式会社の支援のもと、経営体

制を強化しているところです。　

連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、この

ような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映しており

ません。　
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　１社

連結子会社の名称

日本将棋ネットワーク㈱

同左

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

 　その他有価証券

 　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。

イ．有価証券

 　その他有価証券

 　　時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法によってお

ります。

時価のないもの

同左

 ロ．たな卸資産

(イ）製品・原材料

　総平均法による原価法によってお

ります。

ロ．たな卸資産

(イ）製品・原材料

同左

 (ロ）仕掛品

　個別法による原価法によっており

ます。

(ロ）仕掛品

同左　

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

 　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物及び構築物　　１０～４７年

　工具器具備品　　　　２～１５年

　貸与機器　　　　　　２～１５年

イ．有形固定資産

 　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物及び構築物　　１０～４７年

　工具器具備品　　　　２～１５年

　貸与機器　　　　　　２～１５年

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号)及び(法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、当連結会計年度から、平成19

年４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

 なお、この変更に伴う当連結会計年度の

損益に与える影響は軽微であります。
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項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  （追加情報）

法人税法の改正((所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律第６

号)及び(法人税法施行令の一部を改正す

る政令　平成19年３月30日　政令第83号))

に伴い、当連結会計年度から、平成19年３

月31日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法にしてお

ります。

 なお、この変更に伴う当連結会計年度の

損益に与える影響は軽微であります。

 ロ．無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(３年

又は５年）に基づく定額法によってお

ります。

ロ．無形固定資産

　　　　　　　 同左　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

 　(3）繰延資産の処理方法 イ．新株発行費

　　３年間で均等償却しております。 

イ．新株発行費

同左　

　 ロ．社債発行費

　　３年間で均等償却しております。  

ロ．社債発行費

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

イ．貸倒引当金

同左

　 ロ．賞与引当金 

　従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額 のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。

ロ．賞与引当金 

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

イ．消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法

により償却を行っております。

──────
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項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

EDINET提出書類

株式会社　セ　タ(E04983)

有価証券報告書

33/77



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,024,251

千円であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部は改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。　

 ──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで固定負債の「その他」として表示

しておりました「預り保証金」は、当連結会計年度におい

て、金額的重要性が増したため、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度末の「預り保証金」は74,500千円で

あります。　　     

──────

（連結キャッシュ・フロー計算書） 　 

前連結会計年度において「営業権償却」として掲記さ

れていたものは、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結

会計年度より「のれん償却額」と表示しております。

 

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．延滞債権

　延滞債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号に

規定する債権であります。

※１．延滞債権

同左

※２.連結会計年度末日満期手形 

 　　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度

末残高に含まれております。

 　　   受取手形　　　　　　　　　　24,485千円　

 　　　 支払手形　　　　　　　　　　 5,764 

※２.　　　　　　　　──────

　３．偶発債務

　平成17年７月29日付で、当社が一部周辺機器の製造開

発を委託していた東和メックス㈱（本店所在地　東京

都文京区）から代金等支払請求訴訟の提起を受けまし

た。これは当社が開発委託したパチンコ景品管理ＰＯ

Ｓに関連し①仕様変更及び機能追加に伴う追加代金

9,135千円が支払われていない、②製造した量産品の受

取を当社が不当に拒絶し、製品代金20,475千円が支払わ

れていないとして当社に対して合計29,610千円の支払

を求めてきたものであります。

　これに対して当社は、平成18年１月25日付にて、支払

済の委託料返還請求訴訟（訴額67,011千円）を反訴提

起しており、現在係争中であります。

　当社は、裁判で当社の正当性を主張し争っていく方針

であります。

　３．偶発債務

　平成17年７月29日付で、当社が一部周辺機器の製造開

発を委託していた東和メックス㈱（本店所在地　東京

都文京区）から代金等支払請求訴訟の提起を受けまし

た。これは当社が開発委託したパチンコ景品管理ＰＯ

Ｓに関連し①仕様変更及び機能追加に伴う追加代金

9,135千円が支払われていない、②製造した量産品の受

取を当社が不当に拒絶し、製品代金20,475千円が支払わ

れていないとして当社に対して合計29,610千円の支払

を求めてきたものであります。

　これに対して当社は、平成18年１月25日付にて、支払

済の委託料返還請求訴訟（訴額67,011千円）を反訴提

起しておりましたが、平成19年12月14日付にて和解を

いたしました。

（和解条件）

　当社が和解金5,000千円を東和メックス㈱に支払う。

尚、当社は景品管理ＰＯＳの所有権を放棄する。

  ４．受取手形割引高　　　　　　　      49,620千円   ４．　　　　　　　　──────　　           
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

研究開発費       28,267千円

役員報酬       67,273千円

給料手当 　   302,027千円

賞与引当金繰入額     26,200千円

賃借料 86,477千円

広告宣伝費 5,170千円

支払手数料  94,561千円

減価償却費  11.582千円

のれん償却額 24,525千円

旅費交通費 102,294千円

貸倒引当金繰入額 5,786千円

研究開発費    13,462千円

役員報酬     62,934千円

給料手当 　  265,779千円

賞与引当金繰入額   41,162千円

賃借料 130,570千円

広告宣伝費 5,012千円

支払手数料 101,243千円

減価償却費 8,712千円

旅費交通費 70,980千円

貸倒引当金繰入額 11,670千円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は次のとおりであります。

        28,279千円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は次のとおりであります。

      13,462千円

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．　         　──────

工具器具備品     295千円  

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 13,190,450 － － 13,190,450

合計 13,190,450 － － 13,190,450

自己株式     

普通株式（注） 4,070 1,500 － 5,570

合計 4,070 1,500 － 5,570

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,500株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 13,190,450 － － 13,190,450

合計 13,190,450 － － 13,190,450

自己株式     
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式（注） 5,570 3,820 － 9,390

合計 5,570 3,820 － 9,390

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,820株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定  310,581千円 

現金及び現金同等物 310,581  

   

現金及び預金勘定 160,132千円 

預入期間が３か月を超える定期

預金

△10,000  

現金及び現金同等物 150,132  
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１  借主側 （１） 借主側

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　 額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　 額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 238,569 62,271 176,297

ソフトウェア 2,978 2,631 347

合計 241,548 64,902 176,645

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 241,298 110,969 130,329

ソフトウェア 8,268 2,985 5,282

合計 249,567 113,955 135,612

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

　②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 525,290千円

１年超 1,360,858

合計 1,886,148
（注）上記のほか、セール・アンド・リースバック取引のう
ち、転貸リース取引が存在しないことが判明した契約に係
る未経過リース料期末残高相当額は次の通りです。
１年内 148,048千円
１年超 382,844
合計 530,893

１年内 585,735千円

１年超 1,053,892

合計 1,639,627
（注）上記には転貸リース取引に係る未経過リース料期末残
高相当額1,491,543千円（一年内533,526千円、一年超
958,017千円）を含んでおります。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料  59,351千円

減価償却費相当額 48,309

支払利息相当額 17,729

支払リース料 62,700千円

減価償却費相当額 51,380

支払利息相当額 14,643

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

　⑤利息相当額の算定方法 

同左

２　貸主側 （２）貸主側

  未経過リース料期末残高相当額等   未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 480,276千円

１年超 1,220,023

合計 1,700,299
 （注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース
料期末残高相当額であります。
　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条件で第三者にリー
スしておりますので、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経過
リース料期末残高相当額に含まれております。

１年内 450,459千円

１年超 848,865

合計 1,299,325
 （注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース
料期末残高相当額であります。
　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条件で第三者にリー
スしておりますので、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経過
リース料期末残高相当額に含まれております。

 ２.オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

  
  
  

１年内 722,911千円

１年超 631,258

合計 1,354,170

　（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

　（減損損失について）

　　　　　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式 1,012 6,072 5,060

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 1,012 6,072 5,060

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式 　　　　　　　 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 1,012 6,072 5,060

2．時価のない主な有価証券の内容

 内容 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 0

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式 1,012 3,060 2,048

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 1,012 3,060 2,048

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式 　　　　　　   － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 1,012 3,060 2,048

2．時価のない主な有価証券の内容

 内容 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 0
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　当社グループでは、退職金制度及び退職年金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　当社グループでは、ストック・オプション等を有しておりませんので、該当事項はありません。

　　　 (企業結合等） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 305,899

その他 29,016

繰延税金資産（流動）小計 334,915

評価性引当額 △334,915

繰延税金資産（流動）合計  　　　　－

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 33,999

減価償却超過額 9,260

減損損失 35,296

投資有価証券評価損 1,527

ゴルフ会員権評価損 7,324

繰越欠損金 804,105

繰延税金資産（固定）小計 891,511

評価性引当額 △891,511

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 2,059

繰延税金負債（固定）合計 2,059

繰延税金負債の純額 2,059

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 174,160

その他 32,607

繰延税金資産（流動）小計 206,767

評価性引当額 △206,767

繰延税金資産（流動）合計 　       －

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 46,490

減価償却超過額 1,408

減損損失 35,296

投資有価証券評価損 1,608

ゴルフ会員権評価損 7,324

その他 5,744

繰越欠損金 1,596,471

繰延税金資産（固定）小計 1,694,341

評価性引当額 △1,694,341

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 833

繰延税金負債（固定）合計 833

繰延税金負債の純額 833

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 53.45

受取配当金等永久に益金算入されない

項目

△0.04

住民税均等割 174.17

評価性引当額 △45.52

税効果会計適用後の法人税等の負担率 222.75

法定実効税率 40.69 ％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 △0.21

受取配当金等永久に益金算入されない

項目 0.00

住民税均等割 △1.16

評価性引当額 △40.95

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.63
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 
遊技機関連
事業
（千円）

ゲーム機器
関連事業
（千円）

通信関連事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 2,843,472 161,463 1,307,406 4,312,342 － 4,312,342

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 189,175 189,175 (189,175) －

計 2,843,472 161,463 1,496,582 4,501,518 (189,175) 4,312,342

営業費用 2,700,414 153,982 976,923 3,831,320 126,396 3,957,716

営業利益 143,058 7,481 519,658 670,197 (315,571) 354,626

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 2,720,943 8,321 560,704 3,289,970 331,038 3,621,008

減価償却費 42,102 11,368 50,744 104,214 1,512 105,727

資本的支出 21,108 1,241 5,108 27,457 － 27,457

　（注）１．事業区分の方法

　製品・サービスの種類、性質等の類似性を考慮して、パチスロ・パチンコ遊技機関連製品を取り扱う遊技機

関連事業と、家庭用および業務用ゲーム関連製品を取り扱うゲーム機器関連事業、通信・ネットワーク機器

関連製品・サービスを取り扱う通信関連事業の３つに区分しております。

２．各事業区分の主な製品および事業内容

遊技機関連事業………………遊技場向周辺機器の製造・販売

ゲーム機器関連事業…………映像開発、家庭用ゲームおよび業務用ゲームの開発・販売ならびにこれらの開

発に係るロイヤリティの供与

通信関連事業…………………通信・ネットワーク機器の開発、将棋の通信対局、プリペイドカードシステム

の第三者管理料

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は315,571千円であり、主なものは役員

及び総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、461,323千円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び預金・有価証券）、差入保証金及び管理部門に係る固定資産であります。

５．減価償却費にはのれんに係る償却額が含まれております。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
遊技機関連
事業
（千円）

通信関連事
業（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 943,407 155,285 273,168 1,371,861 － 1,371,861

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 317,758 － 317,758 (317,758) －

計 943,407 473,043 273,168 1,689,619 (317,758) 1,371,861

営業費用 1,479,943 436,554 253,095 2,169,593 1,002 2,170,596

営業利益又は営業損失（△） △536,536 36,489 20,073 △479,973 (318,761) △798,735

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
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遊技機関連
事業
（千円）

通信関連事
業（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

資産 2,930,461 246,922 38,860 3,216,244 70,254 3,286,498

減価償却費 122,361 5,766 416 128,543 1,516 130,060

資本的支出 894,004 － － 894,004 － 894,004

　（注）１．事業区分の方法

　製品・サービスの種類、性質等の類似性を考慮して、パチスロ・パチンコ遊技機関連製品を取り扱う遊技機

関連事業と、通信・ネットワーク機器関連製品・サービスを取り扱う通信関連事業,家庭用および業務用ゲー

ム関連製品,パチンコ関連製品を取り扱うその他の事業の３つに区分しております。

２．各事業区分の主な製品および事業内容

遊技機関連事業………………遊技場向周辺機器の製造・販売

通信関連事業…………………通信・ネットワーク機器の開発、将棋の通信対局、プリペイドカードシステム

の第三者管理料

その他の事業…………………映像開発、家庭用ゲームおよび業務用ゲームの開発・販売ならびにこれらの開

発に係るロイヤリティの供与、パチンコ関連製品

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は318,761千円であり、主なものは役員

及び総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、70,254千円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び預金・有価証券）、差入保証金及び管理部門に係る固定資産であります。

５．記載対象セグメントの変更

　従来の「ゲーム機器関連事業」については、全セグメントの売上高及び営業利益の合計の10％以下であり、

重要性がなくなったため、当連結会計年度に開始した「パチンコ販売事業」と合せて「その他の事業」とし

て記載することにいたしました。　

　尚、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報に変

更はありません。　

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がな

いため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事実上
の関係

親会社 アルゼ㈱
東京都

江東区
3,446

パチスロ

機、パチ

ンコ機及

びその関

連部品の

製造・販

売

（被所有）

直接68.5％
 なし

製品の

企画開

発の支

援、電

子部品

の供

給、製

品の製

造委託

製品の販売 1,225,391 売掛金 387,360

製品の委託開

発等
747,566 　　－ －

事務所の賃借 58,141
流動資産　

(その他)
3,316

敷金 －
差入保証

金
19,770

資金の借入 －
短期

借入金
250,000

支払利息 8,320
流動資産　

(その他)
346

　（注）　取引条件ないし取引条件等の決定方法

開発支援、電子部品の供給及び製品の製造委託については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

し、個別交渉の上決定しております。

(2）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事実上
の関係

親会社の子

会社

ノーチラ

ス㈱

東京都

江東区
480

部品等の

購入・製

造・販売

－
－　　　　　

　　

製品の

製造委

託

製品の製造委

託等
627,021 買掛金 397,426

　（注）　取引条件ないし取引条件等の決定方法

製品の製造委託等については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、個別交渉の上決定して

おります。

　（注）　上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事実上
の関係

親会社 アルゼ㈱
東京都

江東区
3,446

パチスロ

機、パチ

ンコ機及

びその関

連部品の

製造・販

売

（被所有）

直接95.5％
有

製品の

企画開

発の支

援、電

子部品

の供

給、製

品の製

造委託

製品の販売 5,290 売掛金 －

製品の委託開

発等
189,983 支払手形 732

事務所の賃借 33,313
流動資産　

(その他)
3,151

敷金 － 差入保証金 19,500

資金の借入 500,000 短期借入金 750,000

支払利息 6,292
流動資産　

(その他)
1,155

　（注）　取引条件ないし取引条件等の決定方法

開発支援、電子部品の供給及び製品の製造委託については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

し、個別交渉の上決定しております。

(2）兄弟会社等
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属性
会社等の
名称

住所
資本金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事実上
の関係

親会社の子

会社

アルゼグ

ローバル

トレー

ディング

㈱

東京都

江東区
480

部品等の

購入・製

造・販売

－
－　　　　　

　　

製品の

製造委

託

製品の製造委

託等
827,764 買掛金 867,880

親会社の子

会社

アルゼ

マーケ

ティング

ジャパン

㈱　

東京都

江東区
2,015

国内向け

遊技機器

の販売　

－　 有　
製品の

販売　

製品の販売支

援　
－ 　未払金 682,490

親会社の子

会社

アルゼメ

ディア

ネット㈱

東京都

江東区
50

携帯サイ

トコンテ

ンツの開

発・販売

－　 －　

著作権

等使用

許諾

著作権等使用

許諾
21,835 　売掛金 1,926

　（注）１．取引条件ないし取引条件等の決定方法

製品の製造委託等については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、個別交渉の上決定して

おります。

　２．上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 77.68円

１株当たり当期純損失 0.53円

１株当たり純資産額 4.88円

１株当たり当期純損失 72.61円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（千円） 6,972 957,292

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 6,972 957,292

期中平均株式数（株） 13,185,459 13,183,712

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  　　　　　     　────── ──────　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

 株式会社セタ  第２回無担保社債
 平成年月日

　17.６.30

350,000

(100,000) 

250,000

(100,000)
1.01 　　なし

 平成年月日

　22.６.30

合計 － －
350,000

(100,000) 

250,000

(100,000)　
－ － －

　（注）１.（ ）内書は、1年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）　

４年超５年以内 
（千円） 

100,000 100,000 50,000 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,095,300 799,700 1.922 －

１年以内に返済予定の長期借入金 100,000 75,000 2.172 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 75,000 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － － － －　

その他の有利子負債 － － － －

合計 1,270,300 874,700 － －

　（注）平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

 ①　決算日後の状況

 該当事項はありません。

 ②　訴訟

連結貸借対照表関係の注記３．偶発債務に記載のとおりであります。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   280,934   109,860  

２．受取手形  ※２  141,414   89,276  

３．売掛金 ※１  693,903   217,302  

４．製品   1,033,306   627,401  

５．原材料   2,093   1,752  

６．仕掛品   506,472   307,260  

７．前払費用   7,610   5,055  

８．未収消費税等   －   158,674  

９．その他   15,890   6,349  

   貸倒引当金   △6,836   △19,234  

流動資産合計   2,674,790 74.7  1,503,698 46.4
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  144,465   144,465   

減価償却累計額  101,512 42,953  105,019 39,446  

(2）工具器具備品  319,866   322,698   

減価償却累計額  293,925 25,941  302,274 20,424  

(3）貸与機器  83,798   974,602   

減価償却累計額  34,582 49,215  147,591 827,011  

(4）土地   118,433   118,433  

有形固定資産合計   236,543 6.6  1,005,315 31.0

２．無形固定資産        

(1) ソフトウェア   386   221  

(2) 電話加入権   1,333   1,333  

無形固定資産合計   1,719 0.0  1,554 0.0

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   6,072   3,060  

(2）関係会社株式   4,200   4,200  

(3）出資金   5,050   5,050  

(4) 延滞債権 ※３  83,555   83,402  

(5）差入保証金   650,638   717,774  

(6）長期未収入金 ※１  24,218   3,459  

(7) その他   1   1  

貸倒引当金   △107,773   △84,514  

投資その他の資産合計   665,962 18.6  732,433 22.6

固定資産合計   904,225 25.2  1,739,303 53.6

Ⅲ　繰延資産        

 １．新株発行費   2,071   －  

 ２．社債発行費   2,133   －  

繰延資産合計   4,204 0.1  － －

資産合計   3,583,220 100.0  3,243,002 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※２  60,425   20,688  

２．買掛金 　  460,591   931,150  

３．短期借入金 　  845,300   49,700  

４．関係会社短期借入金 　  250,000   750,000  

５.一年内返済予定長期借入金 　  100,000   75,000  

６．一年内償還予定社債 　  100,000   100,000  

７．未払金 　  34,399   702,306  

８．未払費用   15,289   9,832  

９．未払法人税等   22,601   10,927  

10．未払消費税等   74,332   －  

11．前受金 　  883   883  

12．前受収益   －   28,800  

13．預り金   109,107   102,232  

14．賞与引当金   26,200   24,414  

15．その他   －   1,275  

流動負債合計   2,099,131 58.6  2,807,211 86.6

Ⅱ　固定負債        

１．社債   250,000   150,000  

２．長期借入金   75,000   －  

３．繰延税金負債   2,059   833  

４．預り保証金 ※１  136,200   174,200  

５．長期前受収益   －   55,396  

固定負債合計   463,259 12.9  380,430 11.7

負債合計   2,562,390 71.5  3,187,642 98.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,495,050 69.6  2,495,050 76.9

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 2,822,280   2,822,280   

資本剰余金合計 　  2,822,280 78.8  2,822,280 87.0

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 28,000   28,000   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △4,323,830   △5,286,606   

利益剰余金合計 　  △4,295,830 △119.9  △5,258,606 △162.1

４．自己株式 　  △3,671 △0.1  △4,577 △0.1

株主資本合計 　  1,017,828 28.4  54,145 1.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  3,001   1,214  

評価・換算差額等合計 　  3,001 0.1  1,214 0.0

純資産合計 　  1,020,829 28.5  55,360 1.7

負債・純資産合計 　  3,583,220 100.0  3,243,002 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．製品売上高 ※１  4,168,412 100.0  1,221,906 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首製品たな卸高  1,014,827   1,033,306   

２．当期製品製造原価 ※３ 1,950,656   685,093   

３．当期製品商品仕入高  952,802   1,001,845   

計  3,918,286   2,720,244   

４．他勘定振替高 ※２ 58,560   889,124   

５．期末製品たな卸高  1,033,306 2,826,420 67.8 627,401 1,203,719 98.5

売上総利益   1,341,992 32.2  18,187 1.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  4,504   4,521   

２．役員報酬  49,032   42,400   

３．給与手当  291,687   253,339   

４．賞与手当  30,848   16,748   

５．賞与引当金繰入額  26,200   24,414   

６．福利厚生費  45,953   44,888   

７．支払手数料  93,389   100,144   

８．租税公課  20,376   9,236   

９．賃借料  83,745   126,740   

10．旅費交通費  101,436   69,935   

11．研究開発費 ※３ 28,241   13,110   

12．減価償却費  5,919   3,840   

13. のれん償却費  24,525   －   

14. 補修費  11,524   14,480   

15. 貸倒引当金繰入額  5,636   12,398   

16．その他  194,538 1,017,559 24.4 112,947 849,147 69.5

営業利益又は
営業損失(△)   324,432 7.8  △830,960 △68.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  602   1,019   

２．受取配当金  49   64   

３．賃貸料収入  6,840   6,840   

４．為替差益  85   －   

５．事務所移転補償費  1,200   －   

６．部材補償金  －   12,000   

７．その他  114 8,891 0.2 986 20,910 1.7

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息 ※１ 32,912   26,562   

２．手形売却損 　 686   242   

３．契約精算金 　 －   47,346   

４. その他  4,904 38,503 0.9 9,679 83,831 6.9

経常利益又は
経常損失(△)   294,821 7.1  △893,880 △73.2

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  33,258 33,258 0.8 23,258 23,258 1.9

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 295   －   

２．たな卸資産廃棄損  10,551   －   

３．たな卸資産評価損  290,411   81,265   

４．事務所移転費  17,862   －   

５．債権償却損  14,116 333,237 8.0 － 81,265 6.6

税引前当期純損失   5,158 △0.1  951,886 △77.9

法人税、住民税及び事業
税

 9,824   10,889   

法人税等調整額  － 9,824 0.2 － 10,889 0.9

当期純損失   14,982 △0.3  962,775 △78.8
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  75,826 4.4 21,219 4.2

Ⅱ　労務費 ※２ 169,512 9.9 3,868 0.8

Ⅲ　経費 ※３ 1,466,737 85.7 477,293 95.0

当期総製造費用  1,712,075 100.0 502,381 100.0

期首仕掛品たな卸高  1,006,222  506,472  

計  2,718,298  1,008,854  

他勘定振替高 ※４ 261,169  16,500  

期末仕掛品たな卸高  506,472  307,260  

当期製品製造原価  1,950,656  685,093  

　（注）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．原価計算の方法

　個別実際原価計算によっております。

１．原価計算の方法

　個別実際原価計算によっております。

※２．労務費の主な内訳 ※２．労務費の主な内訳

給料手当   150,261千円 給料手当  3,254千円

※３．経費の主な内訳 ※３．経費の主な内訳

外注費    1,334,471千円

支払ロイヤリティ 726

賃借料 23,450

減価償却費 69,619

外注費      304,775千円

支払手数料 32,476

賃借料 10,280

減価償却費 121,348

※４．他勘定振替高の内訳 ※４．他勘定振替高の内訳

研究開発費への振替額       27,479千円

特別損失への振替高 182,213

固定資産からの受入額 △141,983

有償支給部品振替高 163,427

その他 30,033

合計 261,169

研究開発費への振替額 13,082千円

有償支給部品振替高 3,391

その他 26

合計 16,500
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,495,050 2,822,280 2,822,280 28,000 △4,308,848 △4,280,848 △3,259 1,033,222

事業年度中の変動額         

当期純損失     △14,982 △14,982  △14,982

自己株式の取得       △411 △411

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △14,982 △14,982 △411 △15,393

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,495,050 2,822,280 2,822,280 28,000 △4,323,830 △4,295,830 △3,671 1,017,828

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

4,205 4,205 1,037,428

事業年度中の変動額    

当期純損失   △14,982

自己株式の処分   △411

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,204 △1,204 △1,204

事業年度中の変動額合計
（千円）

△1,204 △1,204 △16,598

平成19年３月31日　残高
（千円）

3,001 3,001 1,020,829

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,495,050 2,822,280 2,822,280 28,000 △4,323,830 △4,295,830 △3,671 1,017,828

事業年度中の変動額         

当期純損失     △962,775 △962,775  △962,775

自己株式の取得       △906 △906

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

    △962,775 △962,775 △906 △963,682

平成20年３月31日　残高
（千円）

2,495,050 2,822,280 2,822,280 28,000 △5,286,606 △5,258,606 △4,577 54,145
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

3,001 3,001 1,020,829

事業年度中の変動額    

当期純損失   △962,775

自己株式の処分   △906

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,786 △1,786 △1,786

事業年度中の変動額合計
（千円）

△1,786 △1,786 △965,469

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,214 1,214 55,360
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　　　　　　　　　────── 当社は、当事業年度において売上高の著しい減少（対前年

同期比△2,946百万円）となり、営業損失830百万円、経常損

失893百万円、当期純損失962百万円と大幅な赤字を計上し、

継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状

況が存在しております。　　　　　　　　　　

当事業年度における販売状況は、主力商品であるＩＣカー

ドシステムの導入店舗数において競合他社がほとんど減少

するなか、前事業年度末の248店舗から当事業年度末の296

店舗へと順調に推移しております。　　　　　　　　　

一方、当事業年度においては遊技機市場に対する金融機関

等の資金支出の留保から、従来より採用しておりました

セール・アンド・リースバック方式による一括売上が出来

なかったことにより、売上高の大幅な減少となりました。　　

　　　　　　　

現在、親会社であるアルゼ株式会社の支援のもと、経営体

制を強化しているところです。　　　　　　　　　

財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。　

　　　　　　　　

重要な会計方針

項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっており

ます。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法

 (評価差額は部分純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）によっております。　　　　　　　　　

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

同左　　　　　

 ②時価のないもの

　移動平均法による原価法によっており

ます。

②時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品・原材料

　総平均法による原価法によっておりま

す。

(1）製品・原材料

同左

 (2）仕掛品

　個別法による原価法によっておりま

す。

(2）仕掛品

同左
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項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

 　 定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物及び構築物　　　１０～４７年

　　　　　　　　　　　　　　　　  工具器具備品　　　　　

２～１５年

　　　　　　　　　　　　

　貸与機器　　　　　　　２～１５年

(1）有形固定資産

 　 定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物及び構築物　　　１０～４７年

　　　　　　　　　　　　　　　　  工具器具備品　　　　　

２～１５年

　　　　　　　　　　　　

　貸与機器　　　　　　　２～１５年

　（会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号)及び(法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、当事業年度から、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。

 なお、この変更に伴う当事業年度の損益

に与える影響は軽微であります。　

  　（追加情報）

法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号)及び(法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第83

号))に伴い、当事業年度から、平成19年３

月31日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法にしてお

ります。

 なお、この変更に伴う当事業年度の損益

に与える影響は軽微であります。

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。　

　なお、自社利用ソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(３年又

は５年)に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

　　　　　　　 同左

 4.繰延資産の処理方法  (1)新株発行費

３年間で均等償却しております。  

(1)新株発行費

 同左  

  (2)社債発行費

３年間で均等償却しております。  

(2)社債発行費

 同左  
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項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が、借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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      重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,020,829千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部は改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。　

　──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度に固定負債の「その他」に含めて表示していた

「預り保証金」（前事業年度30,000千円）は、当事業年度に

おいて負債及び純資産の合計額の100分の1超となったため、

区分掲記しております。

（損益計算書）

　前事業年度までは「営業権償却」として表示しておりまし

たが、財務諸表等規則の改正に伴い、当該事業年度より「の

れん償却費」として表示しております。      

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する主な資産・負債

　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。 

※１．関係会社に対する主な資産・負債

　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。 

 売掛金      430,254千円

 預り保証金 80,900

 長期未収入金 24,218

 売掛金      73,215千円

 預り保証金 96,200

※２．事業年度末日満期手形

　　　　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。

　なお、当該事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末

残高に含まれております。

　　　　　　　受取手形　　　　　　24,485千円

　　　　　　　支払手形　　　　　　 5,764 

※２．　　　　　　　──────

※３．延滞債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号に

規定する債権であります。

※３．　　　　　　　　 同左

　４．偶発債務

　平成17年７月29日付で、当社が一部周辺機器の製造開

発を委託していた東和メックス㈱（本店所在地　東京

都文京区）から代金等支払請求訴訟の提起を受けまし

た。これは当社が開発委託したパチンコ景品管理ＰＯ

Ｓに関連し①仕様変更及び機能追加に伴う追加代金

9,135千円が支払われていない、②製造した量産品の受

取を当社が不当に拒絶し、製品代金20,475千円が支払わ

れていないとして当社に対して合計29,610千円の支払

を求めてきたものであります。

　これに対して当社は、平成18年１月25日付にて、支払

済の委託料返還請求訴訟（訴額67,011千円）を反訴提

起しており、現在係争中であります。

　当社、裁判で当社の正当性を主張し争っていく方針で

あります。

　４．偶発債務

　平成17年７月29日付で、当社が一部周辺機器の製造開

発を委託していた東和メックス㈱（本店所在地　東京

都文京区）から代金等支払請求訴訟の提起を受けまし

た。これは当社が開発委託したパチンコ景品管理ＰＯ

Ｓに関連し①仕様変更及び機能追加に伴う追加代金

9,135千円が支払われていない、②製造した量産品の受

取を当社が不当に拒絶し、製品代金20,475千円が支払わ

れていないとして当社に対して合計29,610千円の支払

を求めてきたものであります。

　これに対して当社は、平成18年１月25日付にて、支払

済の委託料返還請求訴訟（訴額67,011千円）を反訴提

起しておりましたが、平成19年12月14日付にて和解を

いたしました。

（和解条件）

当社が和解金5,000千円を東和メックス㈱に支払う。尚、

当社は景品管理ＰＯＳの所有権を放棄する。

 　５．受取手形割引残高　　　　　         49,620千円  　５．　　　　　　　　──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社に係る取引の内訳は次のとおりでありま

す。

※１．関係会社に係る取引の内訳は次のとおりでありま

す。

売上    1,412,166千円

支払利息 8,320

売上  320,649千円

支払利息 6,292

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

特別損失への振替額

固定資産からの受入額

その他

 118,749千円 

△39,370     

△20,818     

貸与機器への振替高

特別損失への振替額

前受収益からの戻入額

その他

890,804千円

81,265    

△84,197    

1,252    

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は次のとおりであります。

            28,254千円

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は次のとおりであります。

       13,110千円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．　             ──────

工具器具備品          295千円  

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

自己株式     

  普通株式（注） 4,070 1,500 － 5,570

合計 4,070 1,500 － 5,570

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,500株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

自己株式     

  普通株式（注） 5,570 3,820 － 9,390

合計 5,570 3,820 － 9,390

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,820株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．借主側 （１）借主側

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 7,369 3,976 3,393

ソフトウェア 2,978 2,631 347

合計 10,348 6,607 3,740

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 10,099 6,434 3,664

ソフトウェア 8,268 2,985 5,282

合計 18,367 9,420 8,947

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内   482,193千円

１年超 1,222,026

合計 1,704,220
（注）上記のほか、セール・アンド・リースバック取引のう
ち、転貸リース取引が存在しないことが判明した契約に係
る未経過リース料期末残高相当額は次の通りです。
１年内 148,048千円
１年超 382,844
合計 530,893

１年内 538,745千円

１年超 962,050

合計 1,500,796
（注）上記には転貸リース取引に係る未経過リース料期末残
高相当額1,491,543千円（一年内533,526千円、一年超958,017
千円）を含んでおります。

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料       2,197千円

減価償却費相当額 2,069

支払利息相当額 102

支払リース料      5,546千円

減価償却費相当額 5,140

支払利息相当額 586

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

2．貸主側 （２）貸主側 

未経過リース料期末残高相当額等 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内  480,276千円

１年超 1,220,023

合計 1,700,299
（注）上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額であります。
なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条件で第三者に

リースしておりますので、ほぼ同額の残高が上記の借主側の
未経過リース料期末残高相当額に含まれております。

１年内 450,459千円

１年超 848,865

合計 1,299,325
（注）上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額であります。
　　　　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条件で第三者にリー

スしておりますので、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経
過リース料期末残高相当額に含まれております。　

 ２．オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

  
  
  

１年内 722,911千円

１年超 631,258

合計 1,354,170

　（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。 

　（減損損失について）

　　　　　　　　　 　同左 
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 305,899

その他 29,016

繰延税金資産（流動）小計 334,915

評価性引当額 △334,915

繰延税金資産（流動）合計 －

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 47,104

減損損失 35,296

投資有価証券評価損 1,527

ゴルフ会員権評価損 7,324

繰越欠損金 804,105

繰延税金資産（固定）小計 895,356

評価性引当額 △895,356

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 2,059

繰延税金負債（固定）小計 2,059

繰延税金負債の純額 2,059

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 174,160

その他 32,607

繰延税金資産（流動）小計 206,767

評価性引当額 △206,767

繰延税金資産（流動）合計 －

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 34,389

減損損失 35,296

投資有価証券評価損 1,608

ゴルフ会員権評価損 7,324

その他　 5,744

繰越欠損金 1,596,471

繰延税金資産（固定）小計 1,680,832

評価性引当額 △1,680,832

繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 833

繰延税金負債（固定）小計 833

繰延税金負債の純額 833

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目の内訳

法定実効税率

　（調整）

40.69％

交際費等永久に損金算入されない項目

受取配当等永久に益金算入されない項

目

△56.11

0.05

住民税均等割 △190.45

評価性引当額 15.37

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △190.45

法定実効税率

　（調整）

40.69 ％

交際費等永久に損金損入されない項目

受取配当金等永久に益金算入されない

項目

△0.15

0.00

住民税均等割 △1.14

評価性引当額 △40.54

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.14
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額   77.42円

１株当たり当期純損失   1.14円

１株当たり純資産額  4.20円

１株当たり当期純損失 73.03円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（千円） 14,982 962,775

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る純損失（千円） 14,982 962,775

期中平均株式数（株） 13,185,459 13,183,712

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

                     ──────  ────── 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

（株）みずほフィナンシャルグループ 5.25 1,916

 みずほ信託銀行(株) 8,000 1,144

（株）ビスコ 180 0

小計 8,185.25 3,060

投資有価証券合計 8,185.25 3,060

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千
円）

有形固定資産        

建物 144,465 － － 144,465 105,019 3,506 39,446

工具器具備品 319,866 3,200 367 322,698 302,274 8,508 20,424

貸与機器 83,798 890,804 － 974,602 147,591 113,008 827,011

土地 118,433 － － 118,433 － － 118,433

有形固定資産計 666,563 894,004 367 1,560,200 554,884 125,024 1,005,315

無形固定資産        

ソフトウェア 823 － － 823 601 164 221

電話加入権 1,333 － － 1,333 － － 1,333

無形固定資産計 2,156 － － 2,156 601 164 1,554

繰延資産        

 新株発行費 6,213 － － 6,213 6,213 2,071 －

 社債発行費 6,400 － － 6,400 6,400 2,133 －

 　 繰延資産計 12,613 － － 12,613 12,613 4,204 －

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　工具器具備品　　　　事務用機器3,200千円の取得です。

貸与機器　　　　　　ホール向け貸与機器890,804千円を製品から振り替えたことによるものです。

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　工具器具備品　　　　資産の廃棄367千円によるものです。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 114,609 12,398 － 23,258 103,749

賞与引当金 26,200 41,162 42,948 － 24,414

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、長期未収入金及び延滞債権の回収に伴う戻入額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 10,197

預金の種類  

当座預金 75,541

普通預金 24,122

小計 99,663

合計 109,860

 (ロ）受取手形

相手先別内訳 

相手先 金額（千円）

㈱小倉住宅 19,806

㈲Ｔ企画 17,318

㈱キング観光 14,500

㈱光新星 12,467

㈱丸正 9,015

その他9件 16,168

合計 89,276

期日別内訳 

期日別 金額（千円）

平成20年４月 21,455

　　　  ５月 21,252

        ６月 12,907

        ７月 2,907

        ８月 2,907

        ９月 2,494

        10月以降 25,351

合計 89,276

(ハ）売掛金

相手先別内訳
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相手先 金額（千円）

日本将棋ネットワーク㈱ 73,215

㈱丸正 17,972

平和産業㈱ 8,376

㈲山口大造商店 6,720

藤林商事㈱　 6,042

その他176件 104,975

合計 217,302

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

693,903 1,283,001 1,759,603 217,302 89.01 129.97

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

        (ニ）製品

品目 金額（千円）

遊技機関連事業 607,455

通信関連事業 14,546

その他の事業 5,400

合計 627,401

(ホ）原材料

品目 金額（千円）

ハウスカードシステム部材 1,752

合計 1,752

(ヘ）仕掛品

品目 金額（千円）

ハウスカードシステム 249,229

紙幣識別装置 58,030

合計 307,260

 ②　固定資産

 (イ）差入保証金

相手先 金額（千円）

オリックス㈱ 658,661

アルゼ㈱ 19,500
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相手先 金額（千円）

アドアーズ㈱ 37,573

その他８件 2,039

合計 717,774

③　流動負債

(イ）支払手形

相手先 金額（千円）

㈱ＴＤＭ 6,822

アイ・ビー・エス・ジャパン㈱ 5,349

㈱島商 2,582

オグラ金属㈱ 2,480

㈱ミネルバ 2,060

その他2件 1,391

合計 20,688

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 4,364

　　　　５月 10,072

　　　　６月 6,250

合計 20,688

(ロ）買掛金

相手先 金額（千円）

アルゼグローバルトレーディング㈱ 867,880

富士通㈱ 32,266

㈱ＴＤＭ 7,147

オグラ金属㈱ 4,090

アイ・ビー・エス・ジャパン㈱ 2,986

その他32件 16,779

合計 931,150

(ハ）未払金

相手先 金額（千円）

アルゼマーケティングジャパン㈱ 682,490

㈱島商　 7,102

その他30件 12,713

合計 702,306

(ニ）関係会社短期借入金

相手先 金額（千円） 

 アルゼ㈱ 750,000
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相手先 金額（千円） 

合計 750,000

④　固定負債

 (イ）預り保証金　　　　　　　　　　　　　　　　

相手先 金額（千円） 

日本将棋ネットワーク㈱　 96,200

その他88件　 78,000

                        合計 147,200

（３）【その他】

　①決算日後の状況

特記事項はありません。

　②訴訟等

貸借対照表関係の注記４．偶発債務に記載のとおりであります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

２．公告掲載方法につきましては、平成20年６月25日開催の株主総会において、官報に掲載することを決議してお

ります。
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第７【提出会社の参考情報】

　１【提出会社の親会社等の情報】

　　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　２【その他の参考情報】

  　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 　　(1)有価証券報告書及びその添付書類

  　　　事業年度（第25期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年6月27日関東財務局長に提出。

 　　(2)半期報告書

 　　　（第26期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出。

(3)臨時報告書

平成19年７月20日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異動）に基づく臨時報告書の提出。

(4)訂正報告書

平成19年９月７日関東財務局長に提出

事業年度（第25期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(5)訂正報告書

平成19年10月25日関東財務局長に提出

事業年度（第25期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(6)訂正報告書

平成19年10月25日関東財務局長に提出

事業年度（第25期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(7)臨時報告書

平成19年12月13日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（親会社との当社株式交換契約の締結）に基づく

臨時報告書の提出。

(8)臨時報告書の訂正報告書　

平成20年2月1日関東財務局長に提出

平成19年12月13日提出の臨時報告書（親会社との当社株式交換契約の締結）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年10月24日

株式会社セタ   

 取締役会　御中  

 監査法人　夏目事務所  

 代表社員  公認会計士 夏　目　達　郎　　印

 業務執行社員 公認会計士 茨　木　純　一　　印

 業務執行社員 公認会計士 菊　池　　　浩　　印

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

セタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セタ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社セタ   

 取締役会　御中  

 監査法人　夏目事務所  

 代表社員  公認会計士 菊　池　正　道　　印

 業務執行社員 公認会計士 茨　木　純　一　　印

 業務執行社員 公認会計士 菊　池　　　浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セタの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セタ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において

売上高が著しく減少し（対前年同期比△2,940百万円）、また、営業損失798百万円、経常損失860百万円、当期純損失957

百万円と大幅な赤字を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対応は当該注記

に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映していない。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年10月24日

株式会社セタ   

 取締役会　御中  

 監査法人　夏目事務所  

 代表社員  公認会計士 夏　目　達　郎　　印

 業務執行社員 公認会計士 茨　木　純　一　　印

 業務執行社員 公認会計士 菊　池　　　浩　　印

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

セタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第25期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セタ

の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　追記情報

　有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づ

き連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社セタ   

 取締役会　御中  

 監査法人　夏目事務所  

 代表社員  公認会計士 菊　池　正　道　　印

 業務執行社員 公認会計士 茨　木　純　一　　印

 業務執行社員 公認会計士 菊　池　　　浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社セタの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社セタ

の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　追記情報

「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は当事業年度において売上高

が著しく減少し（対前年同期比△2,946百万円）、また、営業損失830百万円、経常損失893百万円、当期純損失962百万円と

大幅な赤字を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対応は当該注記に記載され

ている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していな

い。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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